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理 由 

玉城康裕沖縄県知事を問責するため。 



玉城康裕沖縄県知事に対する問責決議 

 

平成 30 年９月に就任した玉城康裕沖縄県知事は、これまで５年余りにわたり

県政運営を担ってきたが、委託事業者との会食問題、コロナ禍における私的な

バーベキュー開催、いわゆる「ゼレンスキー」発言と、県民を代表する政治家

としてあるまじき数々の不祥事を繰り返してきた。 

そして、首里城炎上後の原因究明の不徹底に始まり、特に２期目に入ってか

らは、度重なる議会軽視の追認議案を連発し、不当な財務処理を見過ごし、赤

字状態の特別会計決算を違法に処理したことで内部統制が瓦解し、さらには今

議会に入って本庁舎からのＰＦＡＳ流出問題、果ては個人情報の流出発覚など、

この１年間で県政の不始末が数え切れんばかりに表面化し、日々真摯に業務に

携わる職員の士気低下も著しいばかりか、県議会を愚弄するがごとき行政運営

を平然と続けていることに加え、普天間飛行場代替施設建設事業に係る最高裁

判所の判決を受けてもなお、司法の終局的判断にあらがうという法治国家にも

とる言動を繰り返してきたことは、もはや地方自治体の長たる能力と資質に欠

ける知事であることは明らかである。 

また、就任時には 3010 億円が計上されていた沖縄振興予算も、令和５年度に

は 2679 億円まで減少し、沖縄の自立的発展に必要な事業の執行に重大な支障を

来し、県民の生活福祉をないがしろにしていることは、断じて看過することは

できない事態であり、まさに県政の危機ここに極まれり、県政崩壊の始まりで

あると言わざるを得ない。「最終的には私がしっかり責任を取るべき」、この

ような答弁を今議会で行ったものの、具体的にどのような責任の取り方を考え

ているのかを明らかにしないのは、長としての怠慢であり、言語道断である。 

よって、沖縄県議会は、就任以降の言動と行政運営に対して猛省を求め、こ

こに玉城康裕沖縄県知事を問責する。 

上記のとおり決議する。 

令和５年 10 月 23 日 

  沖 縄 県 議 会  

沖縄県知事 宛て 


